別表第1(第17条第3項)
はしご自動車の消防対策円滑化要領
趣旨
第1　中高層建築物から火災等の災害が発生した場合は、はしご自動車により迅速かつ的確な消防活動を確保するために必要な事項を定める。
第2　火災等の災害発生時におけるはしご自動車の円滑な消防活動を確保するための基準(以下「はしご基準」という。)
1　用語の定義
(1)　はしご自動車(以下「はしご車」という。)とは高所における人命救助、消火活動、屋内進入等を図るための資機材、器具を装備した車両をいう。高所における救助、消火、照明、破壊、進入等の器具を備え、かつ、全長10.88メートル、全幅2.50メートル、全高3.55メートル、総重量約20.0トン及び最小回転半径6.6メートルを超える規格及び能力を有する自動車をいう。
(2)　道路等とは、道路法(昭和27年法律第180号)第2条第1項に既定する道路、道路運送車両法(昭和26年法律第183号)第2条第7項に規程する自動車道及び一般の用に供するその他の場所並びにはしご車等が進入できる空地をいう。交通の用に供する道をいう。
(3)　通路等とは、主として歩行者の通行の用に供するもので、住宅団地の各住棟専用アプローチなどをいう。
(4)　すみ切りとは、道路及び通路が屈曲又は交差する場合等で、当該部分をはしご車が安全かつ容易に方向変換するために必要な道路及び通路の曲角部分を切り取ることをいう。
(5)　はしご架てい箇所とは、伸張したはしごを目標とする建築物の各階、又は非常用の進入口等の部分に架ていする位置をいう。
(6)　はしご車の操作とは、はしご車のてい体、バスケット等を作動させるための一連の作業をいう。
(7)　住宅団地とは、階数が4階以上で、かつ住宅の用に供する建築物の集合体で千葉県住宅供給公社及び都市再生機構並びに国又は市町村、若しくは民間企業等が事業主として建設した複数棟以上のものをいう。
(8)　二方向避難とは、住宅団地の各住戸から主たる避難経路とその他の避難経路により避難できるものをいう。
(9)　消防用活動空地とは、伸張したてい体を目標とする建築物の各部分に架ていすることができる場所及び他の消防車両が消火活動するための空地をいう。
2　適用範囲
はしご基準は、原則として4階以上の建築物(非常用エレベーターを設けたものを除く。)について適用する。ただし、3階以下の建築物の部分で消防車積載二・三連はしごによる消防活動等が不可能である場合は、この基準を適用する。
3　はしご車を運用するための道路等の基準
(1)　道路及び通路は、はしご車の運行、操作等が容易にできる幅員、すみ切り、路盤等の強度を有するものであること。
ア　道路及び通路の周辺部分には、はしご車の運行、操作等の障害となる門、塀、電柱及び支線、樹木、諸車通行止柵、駐車車両、高さの制限(4.00メートル以下の部分の障害物件排除)、舗装状況、埋設物、道路の勾配及びその他の障害要因が存在しないものであること。
イ　道路及び通路の有効幅員は、はしご車が容易に通行できる幅員とし、はしご車の総重量約20トンに耐えられる構造であること。4.00メートル以上であること。
ウ　消防活動空地は、幅6メートル長さ12メートル以上で道路及び周辺道路等(駐車の用途に供する場所を含む。)幅員6メートル以上ありかつ架空電線等空中の障害物が無い場合、当該道路等を消防活動空地とみなすことができる。
はしご車のはしご操作時の有効幅員は、6.00メートル以上で、はしご車の総重量約20.0トンに耐えられる構造であること。
エ　道路及び通路の有効幅員は、4.00メートル以上であり、はしご車の総重量20.0トンに耐えられる構造であること。
オ　道路及び通路の屈曲又は交差の状況に応じてすみ切り範囲を適宜増減できるものであること。
カ　すみ切り部分には、はしご車の運行、操作等の上で障害となるものを設けないものであること。
キ　すみ切り部分の構造は、前号エによるものであること。
ク　道路及び通路の勾配は縦、横方向とも5パーセント(3度)以下であること。
ケ　道路及び通路と架てい箇所の距離は容易に架ていできる距離とすることの建築物側の端と、これに面する建築物との距離は9.00メートル以下であること。
(2)　営造物等との離隔距離関係
はしご車が消防活動を行う場合は、伸張したはしごの周囲(上下、左右)に安全上必要とする離隔距離は、次によるものであること。
ア　建築物、工作物、樹木等営造物の場合は、1.00メートル以上とする。
イ　架空電線等の場合は、電気設備に関する技術基準を定める省令(昭和40年通商産業省令第61号)で定める離隔距離に消防活動上の安全値を加え、1.00メートル以上とする。
(3)　建築物とはしご架てい箇所等の関係
ア　道路又は道路に通ずるその他の空地に面する建築物の各階外壁面には、はしご架てい可能な位置、空間を確保し、かつ非常用の進入口を設けるものであること。
イ　前アの建築物の各階の外壁面の長さが40.00メートルを超える場合は、階ごとに外壁面の長さを40.00メートル以内に区分し、それぞれ1箇所以上の非常用の進入口を設けるものであること。
ウ　はしご架てい箇所に設ける非常用の進入口(代替開口部を含む。)の構造は、建築基準法施行令(昭和25年政令第338号)第126条の7によるものであること。
(4)　住宅団地等に関する特例事項関係
住宅団地及びマンション、コーポ等1棟建の共同住宅等については、次の特例事項を適用するものであること。
ア　住宅団地については、原則として各住棟専用のアプローチ(通路)側とバルコニー側の二面からはしご車が進入し、かつ、はしご架ていができるようにする。ただし、当該住棟の各住戸に二方向避難が確保されている場合は、いずれか一面のみでよいものであること。
イ　二方向避難が確保されていない住宅団地及びベランダ、バルコニー等が設けられていない住宅団地には、適当な非常用の進入路を設けるものであること。
ウ　前号アただし書き部分及び前号イについてはマンション、コーポ等1棟建の共同住宅等についても準用するものであること。

